
１　重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

　 その他有価証券

　 時価のあるもの

　　 期末日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は総平均法により算定)を採用している。

　 時価のないもの

     総平均法による原価法を採用している。

(2)消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式を採用している。

2 　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

1,667,694,000 59,087,209 56,993,209 1,669,788,000

1,667,694,000 59,087,209 56,993,209 1,669,788,000

特定資産

114,483,244 13,000,000 0 127,483,244

114,483,244 13,000,000 0 127,483,244

1,782,177,244 72,087,209 56,993,209 1,797,271,244

3 　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
（単位：円）

基本財産

1,669,788,000

1,669,788,000

特定資産

127,483,244

127,483,244

1,797,271,244

当期減少額 当期末残高

（うち負債に対応する額）科　　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産か

らの充当額）

預　　　　　　　　　金

計算書類に対する注記

（財）国際文化教育交流財団

科　　　　　目 当期増加額 前期末残高

(127,483,244)

合　　　　　計

小　　　　　計

投　資　有　価　証　券

小　　　　　計

小　　　　　計

(1,669,788,000)

(0)投　資　有　価　証　券 (0) (1,669,788,000)

(127,483,244)

(0)

預　　　　　　　　　金 (0)

(0)

(0)

小　　　　　計 (0)

以　上

(0)

合　　　　　計 (0) (1,797,271,244) (0)


